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回次
第135期

中間連結会計期間
第136期

中間連結会計期間
第135期

会計期間
自2023年４月１日
至2023年９月30日

自2024年４月１日
至2024年９月30日

自2023年４月１日
至2024年３月31日

営業収益 （百万円） 20,604 18,680 39,220

経常利益 （百万円） 2,859 2,255 4,469

親会社株主に帰属する

中間（当期）純利益
（百万円） 1,992 1,594 3,110

中間包括利益又は包括利益 （百万円） 3,129 1,400 5,402

純資産額 （百万円） 52,438 55,449 54,377

総資産額 （百万円） 107,264 113,415 114,533

１株当たり中間（当期）純利益 （円） 89.66 71.78 140.02

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 48.9 48.9 47.5

営業活動によるキャッシュ・フロー （百万円） 5,819 2,691 8,507

投資活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △4,328 △1,822 △10,110

財務活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △5,284 △1,188 △1,280

現金及び現金同等物の

中間期末（期末）残高
（百万円） 4,507 5,099 5,418

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

　（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しており、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しておりませ

ん。

２．「潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益」については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社の異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

（1）経営成績

　当中間連結会計期間の経営成績は、運輸業における鉄道事業等での運輸収入の増加があったものの、不動産業に

おける分譲収入の減少などにより、営業収益は18,680百万円と前中間連結会計期間に比べ1,924百万円（9.3％）の

減収となり、営業利益は2,192百万円と前中間連結会計期間に比べ602百万円（21.5％）の減益、経常利益は2,255

百万円と前中間連結会計期間に比べ604百万円（21.1％）の減益となり、親会社株主に帰属する中間純利益は1,594

百万円と前中間連結会計期間に比べて397百万円（19.9％）の減益となりました。

事業の種類別セグメントごとの経営成績を示すと、次のとおりとなります。

①運輸業

　鉄道事業において、神戸須磨シーワールド開業等の行楽需要が好調であったことや、沿線企業の活況に加え、バ

ス事業においても、貸切バスの稼働増加等により、外部顧客に対する営業収益は9,891百万円と前中間連結会計期

間に比べ341百万円（3.6％）の増収となり、営業利益は841百万円と前中間連結会計期間に比べ11百万円（1.4％）

の増益となりました。

②流通業

　山陽百貨店において、2023年４月にオープンした南館の売上が増加したものの、婦人服や家庭用品の売上が減少

したこと等により、外部顧客に対する営業収益は4,574百万円と前中間連結会計期間に比べ107百万円（2.3％）の

減収となり、営業利益は182百万円と前中間連結会計期間に比べ４百万円（2.4％）の減益となりました。

③不動産業

　分譲事業において、神戸市西区での「クレヴィアシティ西神中央」や加古川市での「ブランシエラ加古川リアラ

ス」等の引渡しがあったものの、前期とのマンション分譲の規模の差等により、外部顧客に対する営業収益は

2,479百万円と前中間連結会計期間に比べ2,150百万円（46.4％）の減収となり、営業利益は998百万円と前中間連

結会計期間に比べ566百万円（36.2％）の減益となりました。

④レジャー・サービス業

　飲食業において、2023年12月にケンタッキーフライドチキン西神中央店の開業があったことやミスタードーナツ

も堅調に推移したこと等により、外部顧客に対する営業収益は1,090百万円と前中間連結会計期間に比べ47百万円

（4.5％）の増収となりましたが、人件費や材料費等の増加により、営業利益は72百万円と前中間連結会計期間に

比べ10百万円（13.0％）の減益となりました。

⑤その他の事業

　各種工事業において、工事受注の規模の差により、外部顧客に対する営業収益は644百万円と前中間連結会計期

間に比べ54百万円（7.8％）の減収となり、営業利益は83百万円と前中間連結会計期間に比べ８百万円（9.4％）の

減益となりました。

- 2 -



　　(2）財政状態

　当中間連結会計期間末の総資産は、前期末に比べて1,118百万円減少し、113,415百万円となりました。また、純

資産は前期末に比べて1,072百万円増加し、55,449百万円となり、自己資本比率は48.9％となりました。増減の主

な内訳は、資産の部では現金及び預金が632百万円、建物及び構築物が405百万円、それぞれ減少しております。負

債の部では短期借入金が1,716百万円増加し、支払手形及び買掛金が886百万円、長期借入金が2,566百万円、それ

ぞれ減少しております。純資産の部では、利益剰余金が1,261百万円増加しております。

(3）キャッシュ・フロー

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ

319百万円減少し、5,099百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動により得られた資金は、法人税等の支払等があったものの、税金等調整前中間純利益、減価償却費の計

上等があり2,691百万円となり、前中間連結会計期間に比べ3,128百万円の減少となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動により支出した資金は、定期預金の払戻による収入等があったものの、設備投資による有形固定資産の

取得により1,822百万円となり、前中間連結会計期間に比べ2,505百万円の減少となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動により支出した資金は、長期借入金の返済による支出等があったものの、短期借入金による純増減額等

により1,188百万円となり、前中間連結会計期間に比べ4,096百万円の減少となりました。

(4)重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

(5)経営方針・経営戦略等

当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありませ

ん。

(6）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について、重

要な変更及び新たに生じた課題はありません。

(7）研究開発活動

該当事項はありません。

３【経営上の重要な契約等】

　当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 48,000,000

計 48,000,000

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類
中間会計期間末
現在発行数（株）
（2024年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2024年11月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 22,330,598 22,330,598
東京証券取引所

プライム市場

単元株式数

100株

計 22,330,598 22,330,598 － －

②【発行済株式】

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　　　　該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

　　　　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

年月日
発行済株式
総数増減数

（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2024年４月１日～

2024年９月30日
－ 22,330,598 － 10,090 － 2,522

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】
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2024年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

阪神電気鉄道株式会社 大阪市福島区海老江１丁目１番24号 3,880 17.4

日本マスタートラスト信託銀行 

株式会社（信託口）
東京都港区赤坂１丁目８番１号 1,198 5.4

関電不動産開発株式会社 大阪市北区中之島３丁目３番23号 1,121 5.0

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目１番２号 620 2.8

みずほ信託銀行株式会社 

退職給付信託 川崎重工業口 

再信託受託者 株式会社

日本カストディ銀行

東京都中央区晴海１丁目８番12号 272 1.2

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社

（退職給付信託神姫バス口）

東京都港区赤坂１丁目８番１号 260 1.2

三井住友信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目４番１号 246 1.1

JP MORGAN CHASE BANK 385781

（常任代理人　株式会社みずほ

銀行　決済営業部）

25 BANK STREET,CANARY WHARF,LONDON,E14 

5JP,UNITED KINGDOM

（東京都港区港南２丁目15-１　品川イン

ターシティA棟）

233 1.0

鹿島建設株式会社 東京都港区元赤坂１丁目３番１号 220 1.0

モロゾフ株式会社 神戸市東灘区御影本町６丁目11番19号 207 0.9

計 － 8,259 37.1

（５）【大株主の状況】

（注）１．所有株式数は、千株未満を切り捨てて表示しております。

２．みずほ信託銀行株式会社 退職給付信託 川崎重工業口 再信託受託者 株式会社日本カストディ銀行の持株数

272千株は、川崎重工業株式会社が保有する当社株式を退職給付信託に拠出したものであります。

３．日本マスタートラスト信託銀行株式会社（退職給付信託神姫バス口）の持株数260千株は、神姫バス株式

　　会社が保有する当社株式を退職給付信託に拠出したものであります。
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2024年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己所有株式）

－ －
普通株式 82,200

完全議決権株式（その他） 普通株式 22,168,900 221,689 －

単元未満株式 普通株式 79,498 － 1単元（100株）未満

発行済株式総数 22,330,598 － －

総株主の議決権 － 221,689 －

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式1,600株（議決権の数16個）及び役員

　　　向け株式交付信託が保有する当社株式28,500株（議決権の数285個）が含まれております。

2024年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己所有株式）

山陽電気鉄道株式会社

神戸市長田区御屋敷通

３丁目１番１号
82,200 － 82,200 0.37

計 － 82,200 － 82,200 0.37

②【自己株式等】

（注）役員向け株式交付信託が保有する当社株式28,500株は、上記自己所有株式には含まれておりません。

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について
  当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2024年４月１日から2024年９月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による期中レビューを受けております。
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,776 5,143

受取手形、売掛金及び契約資産 3,358 3,123

商品及び製品 1,009 1,041

分譲土地建物 4,030 4,513

その他 1,427 1,500

貸倒引当金 △2 △2

流動資産合計 15,599 15,320

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 41,481 41,075

機械装置及び運搬具（純額） 10,481 10,198

土地 30,695 30,615

建設仮勘定 961 1,006

その他（純額） 671 668

有形固定資産合計 84,291 83,564

無形固定資産 694 611

投資その他の資産

投資有価証券 9,583 9,652

長期貸付金 46 42

退職給付に係る資産 3,183 3,187

繰延税金資産 175 159

その他 974 891

貸倒引当金 △15 △14

投資その他の資産合計 13,948 13,918

固定資産合計 98,934 98,094

資産合計 114,533 113,415

１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 4,486 3,600

短期借入金 5,652 7,369

未払法人税等 945 699

賞与引当金 565 536

役員賞与引当金 34 -

その他 7,725 7,708

流動負債合計 19,409 19,914

固定負債

社債 6,000 6,000

長期借入金 27,536 24,969

繰延税金負債 3,014 2,966

退職給付に係る負債 1,331 1,303

長期前受工事負担金 34 130

受入敷金保証金 2,581 2,448

その他 248 231

固定負債合計 40,746 38,051

負債合計 60,156 57,965

純資産の部

株主資本

資本金 10,090 10,090

資本剰余金 7,057 7,057

利益剰余金 32,255 33,516

自己株式 △201 △195

株主資本合計 49,202 50,468

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 4,147 4,000

退職給付に係る調整累計額 1,027 980

その他の包括利益累計額合計 5,175 4,980

純資産合計 54,377 55,449

負債純資産合計 114,533 113,415
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（単位：百万円）

前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日

　至　2024年９月30日)

営業収益 20,604 18,680

営業費

運輸業等営業費及び売上原価 注２ 15,227 注２ 13,884

販売費及び一般管理費 注１,注２ 2,582 注１,注２ 2,602

営業費合計 17,809 16,487

営業利益 2,795 2,192

営業外収益

受取利息 1 0

受取配当金 108 134

持分法による投資利益 1 2

雑収入 109 108

営業外収益合計 220 245

営業外費用

支払利息 125 150

雑支出 29 31

営業外費用合計 155 182

経常利益 2,859 2,255

特別利益

投資有価証券売却益 － 37

固定資産売却益 － 19

工事負担金等受入額 － 16

補助金収入 － 8

収用等特別勘定取崩益 － 6

特別利益合計 － 89

特別損失

工事負担金等圧縮額 － 16

固定資産除却損 4 15

補助金圧縮額 － 8

収用等代替資産圧縮損 － 6

特別損失合計 4 47

税金等調整前中間純利益 2,855 2,297

法人税、住民税及び事業税 798 629

法人税等調整額 64 73

法人税等合計 863 702

中間純利益 1,992 1,594

親会社株主に帰属する中間純利益 1,992 1,594

（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】
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（単位：百万円）

前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日

　至　2024年９月30日)

中間純利益 1,992 1,594

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 1,179 △147

退職給付に係る調整額 △42 △46

その他の包括利益合計 1,136 △194

中間包括利益 3,129 1,400

（内訳）

親会社株主に係る中間包括利益 3,129 1,400

非支配株主に係る中間包括利益 － －

【中間連結包括利益計算書】
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（単位：百万円）

前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日

　至　2024年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純利益 2,855 2,297

減価償却費 1,813 1,874

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △85 △70

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △24 △48

賞与引当金の増減額（△は減少） △36 △29

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △25 △34

持分法による投資損益（△は益） △1 △2

受取利息及び受取配当金 △109 △135

支払利息 125 150

有形固定資産除却損 48 39

売上債権の増減額（△は増加） 123 54

棚卸資産の増減額（△は増加） 1,672 △589

仕入債務の増減額（△は減少） 221 76

その他の流動資産の増減額（△は増加） 576 0

その他の流動負債の増減額（△は減少） △591 182

その他の固定負債の増減額（△は減少） △161 △141

建設仮勘定の営業費振替額 57 -

その他 △9 46

小計 6,448 3,671

利息及び配当金の受取額 109 135

利息の支払額 △126 △151

法人税等の支払額及び還付額（△は支払） △612 △963

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,819 2,691

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △0 △0

定期預金の払戻による収入 － 313

有形固定資産の取得による支出 △4,602 △2,262

有形固定資産の売却による収入 － 301

投資有価証券の取得による支出 △1 △301

長期前払費用の増減額（△は増加） △8 △0

その他の投資その他の資産の取得による支出 △24 △12

その他の投資その他の資産の減少による収入 4 5

長期前受工事負担金等受入による収入 326 91

その他 △21 43

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,328 △1,822

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △2,400 1,700

長期借入金の返済による支出 △2,536 △2,549

配当金の支払額 △333 △333

その他 △14 △4

財務活動によるキャッシュ・フロー △5,284 △1,188

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △3,793 △319

現金及び現金同等物の期首残高 8,301 5,418

現金及び現金同等物の中間期末残高 注 4,507 注 5,099

（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】
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　前中間連結会計期間
（自  2023年４月１日

　　至  2023年９月30日）

　当中間連結会計期間
（自  2024年４月１日

　　至  2024年９月30日）

人件費 1,393百万円 1,477百万円

経費 968 884

諸税 72 66

減価償却費 146 173

計 2,582 2,602

前中間連結会計期間
（自  2023年４月１日

至  2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自  2024年４月１日

至  2024年９月30日）

賞与引当金繰入額 511百万円 536百万円

退職給付費用 139 127

【注記事項】

（中間連結損益計算書関係）

(注１)販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次のとおりであります。

(注２)引当金繰入額等のうち主要なものは、次のとおりであります。

前中間連結会計期間
（自  2023年４月１日

至  2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自  2024年４月１日

至  2024年９月30日）

現金及び預金勘定 4,575百万円 5,143百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △67 △44

現金及び現金同等物 4,507 5,099

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

(注)現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係
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（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年６月28日

定時株主総会
普通株式 333 15.0 2023年３月31日 2023年６月29日 利益剰余金

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年11月10日

取締役会
普通株式 333 15.0 2023年９月30日 2023年12月８日 利益剰余金

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年６月21日

定時株主総会
普通株式 333 15.0 2024年３月31日 2024年６月24日 利益剰余金

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年11月13日

取締役会
普通株式 333 15.0 2024年９月30日 2024年12月６日 利益剰余金

（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

　１．　配当金支払額

 　（注）配当金の総額には、役員向け株式交付信託が保有する当社株式に対する配当金０百万円が含まれております。

 　　　 　２．　基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間

　　　　　　　　末後となるもの

 　（注）配当金の総額には、役員向け株式交付信託が保有する当社株式に対する配当金０百万円が含まれております。

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

　１．　配当金支払額

 　（注）配当金の総額には、役員向け株式交付信託が保有する当社株式に対する配当金０百万円が含まれております。

 　　　 　２．　基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間

末後となるもの

 　（注）配当金の総額には、役員向け株式交付信託が保有する当社株式に対する配当金０百万円が含まれております。
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（単位：百万円）

報告セグメント

調整額
（注１）

中間連結

損益計算書

計上額

（注２）
運輸業 流通業 不動産業

レジャー・

サービス業

その他の
事業

計

営業収益

(1）外部顧客に対する

営業収益
9,549 4,682 4,629 1,043 699 20,604 － 20,604

(2）セグメント間の内部営業

収益又は振替高
185 22 155 29 978 1,372 △1,372 －

計 9,735 4,705 4,785 1,073 1,677 21,977 △1,372 20,604

セグメント利益 829 186 1,564 83 92 2,756 38 2,795

（単位：百万円）

報告セグメント

調整額
（注１）

中間連結

損益計算書

計上額

（注２）
運輸業 流通業 不動産業

レジャー・

サービス業

その他の
事業

計

営業収益

(1）外部顧客に対する

営業収益
9,891 4,574 2,479 1,090 644 18,680 － 18,680

(2）セグメント間の内部営業

収益又は振替高
189 27 124 21 969 1,332 △1,332 －

計 10,081 4,601 2,603 1,112 1,614 20,013 △1,332 18,680

セグメント利益 841 182 998 72 83 2,178 14 2,192

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自2023年４月１日　至2023年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　　　（注）１．セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去であります。

　　　　　　２．セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

Ⅱ　当中間連結会計期間（自2024年４月１日　至2024年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　　　（注）１．セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去であります。

　　　　　　２．セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（単位：百万円）

報告セグメント

計
運輸業 流通業 不動産業

レジャー・

サービス業
その他の事業

鉄道事業 6,639 － － － － 6,639

バス事業 1,886 － － － － 1,886

百貨店業 － 3,911 － － － 3,911

不動産分譲業 － － 2,911 － － 2,911

飲食業 － － － 846 － 846

その他 631 770 － 197 699 2,298

顧客との契約から

生じる収益
9,158 4,682 2,911 1,043 699 18,494

その他の収益 391 － 1,718 － － 2,110

計 9,549 4,682 4,629 1,043 699 20,604

（単位：百万円）

報告セグメント

計
運輸業 流通業 不動産業

レジャー・

サービス業
その他の事業

鉄道事業 6,943 － － － － 6,943

バス事業 1,903 － － － － 1,903

百貨店業 － 3,806 － － － 3,806

不動産分譲業 － － 484 － － 484

飲食業 － － － 899 － 899

その他 673 768 － 190 644 2,277

顧客との契約から

生じる収益
9,521 4,574 484 1,090 644 16,315

その他の収益 370 － 1,994 － － 2,365

計 9,891 4,574 2,479 1,090 644 18,680

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）
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前中間連結会計期間
（自　2023年４月１日

至　2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日

至　2024年９月30日）

１株当たり中間純利益 89円66銭 71円78銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する中間純利益

（百万円）
1,992 1,594

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

中間純利益（百万円）
1,992 1,594

普通株式の期中平均株式数（千株） 22,218 22,218

（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（注）１．潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．役員向け株式交付信託が保有する当社株式を、１株当たり中間純利益の算定上、期中平均株式数の計算にお

いて控除する自己株式に含めております（前中間連結会計期間31千株、当中間連結会計期間30千株）。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

　2024年11月13日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

１.中間配当による配当金の総額：333百万円

２.１株当たりの金額：15円

３.支払請求の効力発生日及び支払開始日：2024年12月６日

（注）2024年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2024年11月13日

山陽電気鉄道株式会社

取締役会　御中

EY新日本有限責任監査法人

大阪事務所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 和田林　一毅

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 谷　間　　薫

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている山陽電気鉄道

株式会社の2024年４月１日から2025年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2024年４月１日

から2024年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包

括利益計算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、山陽電気鉄道株式会社及び連結子会社の2024年９月30日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全て

の重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、

監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断し

ている。

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。



　（注）　１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　　２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される

年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認め

られる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。

また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の

注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間連

結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー

報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能

性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及び

内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められないか

どうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人

の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
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１【半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

　当社代表取締役社長上門一裕は、当社の第136期中（自2024年４月１日　至2024年９月30日）の半期報告書の記載

内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。

２【特記事項】

　特記すべき事項はありません。


